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1. はじめに 

•  海外諸国では廃炉事業に関する地域対話の制度化が進められている。  
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フランス 

・地域情報委員会
（Commission Locale 
d‘Information; CLI）	
・原子力透明化法に基づ
き、原子力施設の立地地
域で設置される事業者や
住民代表などの参加する
会議体。	
・事業者と住民とのコミュ
ニケーションの促進を図り、
事業者や規制機関の情報
開示も義務化される。	

アメリカ 

・地域アドバイザリー会議 
（Community Advisory 
Board; CAB ）	
・原子力技術革新・規制最
新化法のもとで、事業者と
地域社会とのコミュニケー
ションを強化するため、既
存のCABを調査し、CABの
全国レベルでの制度化を
検討している。 	
	
	

イギリス 

・原子力廃止措置機関
（NDA）によるガイドライン
に沿って、原子力施設の
廃止地域で地域ステーク
ホルダー協議会（Site 
Stakeholder Group; SSG）
を設置する。	
・情報共有だけでなく、廃
炉に関する意思決定の質
の向上にもつながると評
価される。	
	



1. はじめに 

•  2011年の福島第一原発（1F）事故後9年経過し、1Fの廃炉が本格化しつつある。

廃炉のような大規模で複雑な長期の計画策定において、国や事業者と地域社会

の関係性をどのように考えるべきなのか。 

•  本報告は、イギリスのドンレイ（Dounreay）原発の廃炉を事例に、廃炉事業の地域

社会における社会的受容性の醸成メカニズムを考察する。特に、廃炉に関する地

域対話が廃炉の社会的受容性の醸成にどのように作用するのかを明らかにする。 

•  考察の結果を踏まえ、今後1F廃炉の地域対話に対し提案していく。 
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2. 分析方法：社会的受容性 

•  本報告は社会的受容性論を分析の方法論として採用する。	

•  松岡（2018）は、科学技術リスクの持つ複雑性・不確実性・曖昧性という特性に着
目し、技術・制度・市場・地域という社会的受容性の4要因を示し、地域的要因は地
域レベルの技術的・制度的・市場的要因で構成されるとしている。	

•  本報告は松岡（2018）を踏まえ、廃炉事業の地域社会における社会的受容性を考
察するため、地域レベルの技術・制度・市場の3要因で分析枠組みを構成する。 	
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技術的要因 
・安全性 
・実行可能性 

制度的要因 
・参加者の代表性 
・情報へのアクセス 

市場的要因 
・経済的合理性 
・地域経済への影響 

廃炉の地域社
会における社
会的受容性 



3. 事例：イギリス・ドンレイ原発の廃炉に関する地域対話 
　　3.1 イギリスの廃炉政策	

イギリスの廃炉の担当機関：英国原子力廃止措置機関（Nuclear Decommissioning 
Authority; NDA） 
•  2005年、 エネルギー法に基づき、独立行政法人として設立された。 
•  NDAの責務（Energy Act 2004第3条） 
　  - 指定された原子力施設の廃止作業が開始までの運営 
　  - 指定された原子力施設の廃止作業 
　  - 指定された原子力施設廃止後の跡地のクリーンアップ 
　  - 指定された/設備の処理、貯蔵、運搬、処分 
　　- 有害物質の処理、貯蔵、運搬、処分、およびそれに係る指定された施設の運営 
　　- NDA所属の他の施設の廃止 
•  NDA所属の原発の運営管理と実際の廃炉事業推進は各運営事業者（Site License 

Company）と事業契約を結び、業務委託をする。 
•  NDAは立地地域の廃炉後の振興支援にも取り組んでいる。 

6 



 3.1 イギリスの廃炉の政策 
•  2005年、NDAの設立に伴い、NDA所有の原発の立地地域で地域ステークホルダー

協議会（Site Stakeholder Group; SSG）が設立された。	
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目的 ①地域社会を代表し、NDA・事業者・規制機関に質疑すること 	
②原発の管理上の進捗状況と今後の予定に対してコメントすること 	
③NDA・事業者・規制機関に地域社会の観点から助言すること 	

メンバー
構成 

【メンバー】	
-選出された地域代表	
-原発に関心を持つ地元団体　	
-他の利益に係る地元団体（例；商業団体、ボランティア団体など）	
	
【アドバイザー】	
-規制機関、業界組合、健康衛生機関の代表	
-NDAの代表	
 -事業運営者の代表者	
 -各レベルの議員	
	
 【事務局】	
-運営事業者      	

出典：NDA (2009) NDA Guidance for Site Stakeholder Groups 



3.2 ドンレイ原子力発電所 

•  スコットランド北部のケスネス郡（人口：25124人，2010年時	

   点）に位置している。	

•  1955年建設開始、1994年運営停止、廃炉が決定	

　（材料試験炉（DMTR）：1958〜1969年、高速実験炉（DFR）:　	

　　1962〜1977年、原型炉（PFR）：1975〜1994年）	

•  英国原子力公社（UKAEA）所有・運営していたが、2005年以	

　降所有権がNDAに移行された。	

•  地域がドンレイ原発に大きく依存している	
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-26％の住民が「ドンレイ原発で働いているか働いたことがある」、57%の住民が「友人

か家族がドンレイ原発で働いているか働いたことがある」（1999年調査）	

-ドンレイ原発の立地で、地元がイギリスの原子力産業の研究・教育拠点になってい

る（Catlow 2009）。	

	



3.3 ドンレイ原発の地域協議会：Dounreay Stakeholder Group (DSG) 
•  2005年、旧地域連絡会の代わりに、ドンレイ地域協議会Dounreay Stakeholder Group (DSG)

が設立された。旧地域連絡会と違い、DSGは自分でアジェンダや議題を設定する。ただ、資
金と事務のサポートは、NDAよりUKAEAを通して提供する。	

•  DSGメンバー選定は当時、旧地域連絡会より関係のある地元団体をリストアップした。	

9 

会長: Alastair MacDonald氏（UKAEA職員、ドン
レイ・PFRの廃炉担当） 
環境サブ部会長：Bryan Dods氏（UKAEA職員、
従業員の技術トレーニングを担当） 
社会経済サブ部会長：Derrick Milnes（商工会） 



3.4 ドンレイ原発廃炉の地域対話プロセス 
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準備段階1：	
対話プロセス

の設計	
2006/2-6	 UKAEAより設計された対話プロセスの案をDSGに提出し、コメントと承認を求める	

準備段階2：	
オプションの特

定	
2006/7-8	

技術専門家がいくつかの廃炉アプローチのオプションを特定する。そして評価基準
基準に照らしてそれぞれのオプションを採点する	

会議：技術専門家ワークショップ（2006年8月15〜16日）	

第１段階：	
オプションの比

較・選択	

2006/9-	
2007/1	

廃炉現場にいるUKAEA従業員と地域の多様なステークホルダー（外部パネル）が
オプションを比較し、望ましいオプションを選択する	

会議：内部ステークホルダー・パネル（2006年9月21日）	
　　　　外部ステークホルダー・パネル（2006年9月28日）	

第2段階：	
オプションの決

定	
2007/2-3	

DSGが「決定会議」を開催し、それまでの対話における証拠や成果を整理し、地域
社会が望むオプションを決定する。また、NDAに提出する廃炉の提案書を取りまと
める。	

会議：1回目決定会議（2007/2/15）	
　　　　2回目決定会議（2007/3/14）	

DSG (2006) Dounreay Site End State: Scoping Information Pack等をもとに作成 



4. 分析結果 
　　4.1 準備段階1＆2： 対話プロセスの設計とオプションの特定 
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社会的受容性要因	
準備段階1	 準備段階2	

対話プロセスの設計	
（2006年2月～6月）	

オプションの特定 
（2006年7月〜8月）	

①
制
度	

参加者の構成	 ・UKAEA（メイン）、DSG	 UKAEAの技術専門家、技術系コンサルタント	

情報へのアクセス	

・過去の地域対話経験を参考 
・対話プロセスの設計案、過去地域対
話の紹介、対話手法などの説明資料を
DSGに提出し、承認を求める	

②
市
場	

経済的合理性	 　	
・コストは廃炉作業自体のコスとする（跡地の
長期的管理のコストなどは含めない）	

地域経済への影響	　	
・地域の雇用への影響をサブ基準とし、採点
する	

③
技
術	

安全性	 　	
・周辺住民と従業員の安全の確保を各オプシ
ョンの共通の前提条件とする	

実行可能性	 　	

・廃棄物貯蔵・処分の実行可能性を各オプシ
ョンの共通の前提条件とする	
（ILWが2066まで敷地内で貯蔵；LLWの貯蔵施
設を建て、300年の管理が必要）	



5つのオプション 
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　オプション間の違いや特徴を示すため、技術専門家
はスゴットランド政府が提示された環境政策の一般評
価基準（SEPA, 2004）をもとに、採点を行った（悪い1
点～良い5点）。採点結果は参考情報として地域対話
に提供される。	

出典：UKAEA(2006) Determination of the Dounreay End State: Assessment of End State Options	



4.2 第1段階：オプションの比較・選択 
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社会的受容性要因	

第1段階	

オプションの比較・選択 （2006年9月～2007年1月）	

内部ステークホルダー・パネル	 外部ステークホルダー・パネル	

①
制
度	

参加者の構成	 ドンレイ現場で働くUKAEA従業員	
DSGメンバー、地元住民、地元団体、行政、
研究者	

情報へのアクセス	

・会議資料（背景説明、オプションの基
本情報など）の事前送付	
・オプション間の区別は専門家による得
点を参考	

・会議資料（背景説明、オプションの基本
情報など）の事前送付 
・オプション間の区別は専門家による得点
を参考	

②
市
場	

経済的合理性	 ・長期管理コストに関心を持つ	
・コスト計算に長期的管理コストを費用項
目に含めないことに疑問し、参加者が具
体的な数字の提示を要求した 

地域経済への影響	
・原子力施設立地として再利用の可能
性に関心を持つ	

・将来跡地再利用や雇用問題についてよ
り詳しい情報を要求した 

③
技
術	

安全性	 ・従業員の安全に関心を持つ	

実行可能性	
・放射性廃棄物の長期管理や跡地の長
期的な環境モニタリングの実行可能性
を懸念する	

技術的要因を考慮し、オプ
ション4を選択することに合
意した。	

市場的要因が機能しなかったた
め、オプションの選択は意見がま
とまらなかった 



4.3 第2段階：オプションの決定 
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社会的受容性要因	

第2段階	

オプションの決定	
（2007年2月〜3月）	

①
制
度	

参加者の構成	
第1回決定会議：DSGメンバー、地元住民、地元団体、研究者、行政、まち
づくり会社、コンサル会社、UKAEA	
第2回決定会議：DSGメンバー	

情報へのアクセス	
・これまでの対話経緯、資料を振り返り 
・UKAEAが計算項目を追加し、オプションごとの具体的なコストを提示した。	
・行政とまちづくり会社が跡地再利用の考え方についての情報を補足した	

②
市
場	

経済的合理性	
・新しいコスト計算と計算項目を提示	
＊追加の計算項目：汚染土壌の掘削、汚染土壌の管理，景観形成，廃棄
物管理、環境モニタリング等の跡地の長期的管理項目を追加	

地域経済への影響	
・原子力産業に依存せず、地域産業の多様化を図る 
・跡地再利用自体より、地域経済全体の再生に着目する 

③
技
術	

安全性	

実行可能性	 　	

DSGは多様な跡地再利用の可能性と合理的なコストを考慮し、事業者への積
極的環境修復の要望を加え、最終的にオプション4を決定し、NDAに提案書を
提出した。	
→市場的要因が大きく作用した	



5. 考察と1F廃炉への示唆 
① 事業者主導型の地域対話仕組み	

・対話プロセスの設計、オプションのリストアップなどの重要事項は事業者が主導して行った
のであり、DSGにおける重要なポジションんもUKAEAの関係者であった	

→DSGの前身である旧地域連絡会が事業者が運営していたという歴史経緯と関係あり、原発
に依存する地域特性も反映している。	

・しかし、地域住民からリストアップされたオプションの合理性に対し疑問を持つ意見があった。	

　（例：ILWを2066年まで敷地内で貯蔵するという前提条件に反対）	

	

②技術専門家側と地域側の関心事項の違い	

・廃炉事業の社会的受容性を醸成するには、地域にとって市場的要因のほうを重視する。	
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【1F廃炉への示唆：地域社会主導型の地域対話仕組みを構築】	
・対話プロセスの設計という早期段階での地域社会の参加を促進する必要がある。	
・福島1F廃炉の地域対話を実施する際に、地域の関心事項を念頭に対話の参加者を
選定するべきである。	
・地域社会の参加者の独立性を保持することが重要である。	



5. 考察と1F廃炉への示唆 

③ 情報提供のあり方 
・ドンレイの事例において、専門家による点数により各オプションの特徴を対話参加
者に伝えていた。しかし、コストの計算項目と金額、跡地再利用の方針などの重要な
情報点数だけではを伝えきれず、市場的要因が機能できなく、社会的受容性の醸成
を阻害することとなった。  
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【1F廃炉への示唆】 
・信頼性と有用性のある情報を伝えることが必要である。そのためには、
重要な情報は簡略化しすぎず、その出所や根拠も含めて提供するべき
である。また、特に地域の関心事項について丁寧に説明する必要がある。 
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